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株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
ここに、第100期中間期の会社概況についてご報告申し上げます。
　当第２四半期において、当社グループの主要需要先である自動車業界では、半導体等の部品不足の緩
和等により、前年同期と比べ生産台数の回復が進みました。一方、建設機械業界では景気減速の懸念に
より需要が減少し、産業機械・工作機械業界でも、中国の景気悪化の影響が大きく、受注の調整局面が
続いています。
　また調達コスト面では、原材料市況は落ち着きを見せていたものの、原料炭価格が足元再び上昇の動
きを見せているほか、円安の進行により原材料の輸入コストが増加、エネルギー価格の高止まりも続いて
います。
　このような状況下、売上高は、売価転嫁の進捗や円安に伴う換算影響等により、前年同期比増収、営
業利益は、北米MSSCの損益改善の影響が大きく、前年同期比増益となりました。また、親会社株主に
帰属する四半期純利益は、前年同期に計上した保険金収入等の減少により、減益となりました。
　通期の見通しにつきましては、特殊鋼鋼材事業において、当初は下期で回復すると見ていた国内需要
が想定に比べ減少すると見ていますが、売価改善や生産コスト削減等の諸施策を進めることで期初計画通
りの収益確保を目指し、売上高・利益ともに期初予想からの変更はありません。
　また当社は、2023年5月に、2023～2025年度の3ヵ年を対象とする「2023中期経営計画」を公表
しました。計画始動から約半年が経過しましたが、2030年のありたい姿「人を活かし、技術を活かし、
時代の波に乗り続ける」を実現すべく、戦略事業の育成に向けた仕込みが着実に進捗しています。ESG
の各種取り組みも進んでおり、11月には当社として初めてとなる統合報告書の発行も行いました。今後も、
情報発信の強化とともに、株主・投資家の方々との積極的な対話を進めていくことで、企業価値の向上と
持続的成長を実現し、PBR１倍以上を目指してまいります。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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連結売上高 連結営業利益 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益

業績の推移

2030年のありたい姿

「人を活かし、技術を活かし、
時代の波に乗り続ける」

株主の皆様へ
中間報告書

2023年４月１日～2023年９月30日

証券コード：5632

第100期
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セグメント別状況

特殊鋼鋼材事業 ばね事業

機器装置事業 素形材事業

【上期実績】 
◆売上高（減収）
　建設機械及び産業・工作機械等の需要減
◆営業利益（減益）
　‌�売上数量減、前年同期のキャリーオー
バー(※)消失
　※‌�価格急騰前の安価な原材料在庫使用によ

る増益影響

【通期予想】 
◆売上高（減収）
　�建設機械及び産業・工作機械等の需
要減
◆営業利益（減益）
　売上数量減、在庫評価減

【上期実績】
◆売上高（増収）
　�売価転嫁進捗、円安に伴う換算影響、
自動車向け需要増
◆営業利益（黒字転換）
　‌�北米子会社の損益改善(売価転嫁進捗
と生産混乱解消)

【通期予想】 
◆売上高（増収）
　売価転嫁進捗、円安に伴う換算影響 
　自動車向け需要増
◆営業利益（黒字転換）
　‌�北米子会社の損益改善(売価転嫁進捗
と生産混乱解消)

【上期実績】 
◆売上高（横ばい）
　‌�受注環境は厳しいものの、磁力選別機等の売上増により、
前年同期比横ばい
◆営業利益（増益）
　生産性向上による採算改善

【通期予想】 
◆売上高（微減）
　‌�洋上風力関連は前期比減となる一方で、磁力選別機等の‌
売上で概ねカバー
◆営業利益（減益）
　売上構成差

【上期実績】 
◆売上高（減収）
　�鋳鋼製品（エスコ）生産終了（2022年10月）に伴う売上
数量減

◆営業利益（減益）
　売上数量減

【通期予想】 
◆売上高（減収）
　‌�鋳鋼製品（エスコ）生産終了に伴う売上数量減
◆営業利益（横ばい）
　売上数量減あるものの、売価・生産コスト改善でカバー
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2023中期経営計画

2030年のありたい姿
戦略事業で攻めの経営、持続的成長の実現

「人を活かし、技術を活かし、時代の波に乗り続ける企業でありたい」

基盤事業の“稼ぐ力”の強化と戦略事業の“育成”の推進で
 企業価値の向上と持続的成長を実現
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基盤事業を中心に稼ぐ力を強化し、財務健全化を図ってまいります。 
同時に2030年には戦略事業の割合を50%まで高めるため、戦略事業の育成も進めて
まいります。

売上高

ROE

営業利益

戦
略
事
業

基
盤
事
業

16中計 20中計 23中計 2030年目標

(億円、%)

23中計　基本方針

①　稼ぐ力の強化
● マージンの確保  ● 製造コストの削減
● 製品力の強化　  ● 製品ポートフォリオの見直し

③　人材への投資
● 人を活かす職場環境づくり
● 人を活かす仕掛けづくり
● 人材の多様性がもたらす創造力

②　戦略事業の育成
● 経営資源の投入  ● 新規事業創出の仕組みづくり
● 試験研究の強化  ● 2030年に向けた取り組み

④　サステナビリティ経営
●　カーボンニュートラルへの取り組み
●　DX戦略の推進
●　持続的成長と企業価値向上に向けた取り組み

2030年のありたい姿への通過点として、
“利益拡大・財務強化と、次なる飛躍への助走”を同時に行う

2023～2025年度の3ヵ年を対象とする「2023中期経営計画」を2023年5月に公表
しました。
2023新中計は、まず「2030年のありたい姿」を定め、そこからバックキャストして
策定しています。
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2023中期経営計画の進捗

長尺レグ

約
40m

● インダクタの高周波化、大電流化、小型化に対応可能な超
微粉軟磁性粉末を提供。

● 新工法を採用した製造ラインでは粉末特性と生産性がさら
に改善し、主要顧客からも好評を頂いている。

● 当社開発鋼とショットピーニング
改良を組み合わせることにより
さらなる軽量化。

● 独自の内面加工に
より耐久性の向上
と軽量化を実現。

● 洋上風力発電用鋼製部材が、長崎県五島市沖向けに続いて、
北九州響灘沖向けにも出荷。

● 風車の大型化への対応として設備投資に着手。 
　 大型ベンディングロールは来年度下期の操業開始を目指す。
● 洋上風力発電設備向け部品のサプライヤーとして「TPG認

証※」を取得。
※TPG認証：輸送及び発電関連の製品の製造に関して、鉄鋼製造、鋳造、表面処理などの

7分野の認証分野ごとに要求事項を満たすことを証明する米国の認証制度

● インドネシアのJATIM材は、現在フルキャパの状態。
新規引合も多く、今後一段の需要増を見込む。

● 本年度から販売増加計画に合わせて段階的に丸鋼の生産能
力増加投資を開始。2025年までに40%増強させる。

● その後2030年に向けて、アセアン市場の需要動向やグリー
ン電力調達の可能性を踏まえ、電気炉大型化も検討していく。

板ばね スタビライザ

巻き数減

枚数減

枚数減

内面加工
なし

内面加工
あり

軽量化ばね 特殊合金粉末

洋上風力関連 海外鋼材

EVの車両重量削減のため、現行技術を
超えるさらなる軽量化技術を開発

軟磁性粉末の品質と生産性が向上、
事業拡大に向けて着実な一歩

洋上風力発電設備向け部材の受注と
納入実績が拡大中

インドネシアJATIMの
丸鋼生産能力増強に着手

巻ばね

従来比
25％軽量化

従来比
40％軽量化

従来比
42％軽量化
（特許技術）

製品適用例
(インダクタ)

当社粉末特性の改善事例（軟磁性Fe-Si-Cr粉末）
比表面積

2022 2023 2024 2025 2030

50％低減

16,000

12,000

8,000

4,000

0

35％低減 25％低減 10％向上

75％向上

含有酸素量 保磁力 透磁率 収率

従来品  　　開発品

全体能力
うち丸鋼生産能力

JA
TI

M
生

産
能

力
(to

n/
月

)

丸鋼受注制限中

基本方針②で掲げる「戦略事業の育成」に向けた仕込みが着実に進捗しています。戦略事業は「環境対応」、「海外
事業」、「EVシフト」をキーワードに大きな飛躍を目指しており、今中計期間はその仕込みの時期に当たります。
その中から、軽量化ばね、特殊合金粉末、洋上風力関連、海外鋼材の進捗をご紹介します。

戦略事業の育成
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2023中期経営計画の進捗

◆カーボンニュートラルに向けた国内拠点の主な取り組み

鋼材事業：原単位△10%
鋼材以外の事業：総排出量△75% 実質ゼロ

2005 2013 2022 2023 2030 2050 （年度）

ばね事業（千葉製作所）
2022年度～  CO2フリー電力購入を主体として
                    千葉拠点で排出するCO2の約50%削減を達成

素形材事業（広田製作所）
2023年度～  CO2フリー電力購入を主体として
                    広田拠点で排出するCO2の約90%削減見込み

鋼材事業（室蘭製作所）追加施策例

【課題】 原単位で10%削減では、株式市場の要請に対し不十分
 → CO2フリー電力購入を主体として室蘭拠点で排出する
     CO2の約30%削減へ向け、計画を前倒して対応開始

◆ 福利厚生・手当の拡充
◆ 語学・資格取得プログラム

の強化
◆ 異動を希望する従業員への

機会提供の仕組みを導入

調査結果を分析・共有し
さらなる改善につなげていく
（エンパワーメントの実践）

エンゲージメントサーベイ
の実施

設備投資も含め、現場環境
の改善を計画中 2022年度は全国各地

で約100名が参加
対象層となった中堅社員
ほぼ全員と直接対話

タウンホールミーティングの開催

従業員の要望や困りごと等を、経営トップ
が直接対話して“生の声”を吸い上げる

◆   経営トップが全拠点で直接対話

主な改善事例

今後も定期的に実施予定
◆  今年度初めて実施

特に要望が
高い項目の例

現場の作業
環境改善

全社への共有と
さらなる改善

課題達成に向けた
組織目標の共有

モニタリング
可視化

施策立案
・実行

生産性向上

イノベーションの実現

カーボンニュートラルの顧客ニーズへ早期に対応すべく、電力のCO2フリー化を先行。
一部製品については マスバランス法を活用したカーボンニュートラル製品の対応を準備中。

企業価値向上と持続的成長の実現に向けて不可欠な人材への投資については、すべての社員がその能力を十分に
発揮できる環境を目指し、施策立案・実行とモニタリング、改善を繰り返しながら、経営層が先頭に立って変革
を推進してまいります。

人材への投資

当社では、2050年度のカーボンニュートラル（実質ゼロ）を目指し、そのマイルストーンとなる2030年度のCO2
排出量は、鋼材事業は原単位で10%削減、鋼材以外の事業は75%削減を現行目標としています。それらは計画通り
に進捗していますが、追加施策を前倒しで進めてまいります。

サステナビリティ経営（カーボンニュートラルへの取り組み）

基本方針③「人材への投資」、基本方針④「サステナビリティ経営」で掲げるESGの各種取り組みについても着
実に進捗しています。人材への投資とサステナビリティ経営の推進を通じて、持続的成長の基盤を築き上げ
てまいります。
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トピックス

トピックス

＜連盟概要＞
名称：一般社団法人日本車いすバスケットボール連盟
設立：1975年５月（※2013年８月一般社団法人）
ＨＰ：https://jwbf.gr.jp/

日本車いすバスケットボール連盟と 
オフィシャルサポーター契約を締結
　一般社団法人日本車いすバスケットボール連盟（略称JWBF）と
オフィシャルサポーター契約を締結いたしました。
　車いすバスケットボールは、パラリンピックに正式採用されている
競技です。スピード感があり迫力満点で、パラスポーツの中でも 
人気が高い競技であり、大会期間中は選手たちの熱戦に多くの 
人が熱狂しました。
　また、障がいの有無や年齢、性別等に関わらず、誰もが参加 
できる“インクルーシブスポーツ”としても、注目が高まっています。
　当社では今後、オフィシャルサポーターとしての協賛活動を通じて、
車いすバスケットボールの普及と発展に貢献してまいります。

女子日本代表男子日本代表

企業版ふるさと納税を実施
　当社は、企業版ふるさと納税制度を活用し、当社グループの主要生産拠点が所在する、北海道
室蘭市・福島県会津若松市・千葉県市原市・長崎県長崎市へ寄付を行いました。
　企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）は、国が認定した各自治体の地方創生プロジェクトに
対し、企業が寄付を行うことでその活動の推進を応援できる仕組みです。この制度の活用により、
企業は寄付額の最大約９割の税額軽減効果を受けられます。
　当社グループでは、社会課題解決への取り組みを企業が果たすべき重要な責務の一つと認識し、
ESGをはじめとする諸課題解決に向けた取り組みを進めています。このたび、当社グループの主要
生産拠点が所在する地域の各プロジェクトへの賛同を通して、日頃からお世話になっております各自
治体や地域住民の方及び当社従業員の暮らしの向上に貢献したいとの想いから、当社グループとし
ては初めて企業版ふるさと納税を活用した寄付を行いました。
　今後も当社グループでは、地方創生活動への支援をはじめ、持続可能な社会の実現に向けた取
り組みを積極的に推進してまいります。

寄付に対する感謝状授与式の様子（千葉県市原市）

https://www.mitsubishisteel.co.jp/csr/

統合報告書発行
　11月10日に「三菱製鋼 統合報告書2023」を発行しました。2012年より、当社グループのさまざまな活動に対してステーク
ホルダーの皆様により深くご理解いただくことを目的として「CSRレポート」を制作してきましたが、ステークホルダーの方々から
の要請が高まっていることも受け、2023年度より「統合報告書」として発行し、当社のサステナビリティ情報の開示拡充を図る
ことといたしました。
　本報告書では、従来の「CSRレポート」に掲載していたESG関連情報のさらなる拡充と財務情報の掲載に加え、当社の中長
期計画や価値創造プロセスをお示ししています。また今回は、取締役会長と社外取締役の対談の模様を掲載しており、当社の取
締役会における議論やガバナンス体制について、より理解していただきやすい内容となっております。
　今後も当社では、ESG関連の取り組み強化を進めるとともに、情報開示やステークホルダーの皆様とのコミュニケーションを積
極的に行うことで、企業価値の向上に努めてまいります。 統合報告書2023

統合報告書の掲載ページはこちら

経済産業省が定める「DX認定事業者」に認定
　8月1日に経済産業省が定める「DX認定事業者」に認定されました。
　DX認定制度は、デジタル技術による社会変革に対して経営者に求められる事項を取りまとめた

「デジタルガバナンス・コード」に対応し、「デジタルによって自らのビジネスを変革する準備ができ
ている状態（DX-Ready）」である企業を国が認定する制度です。
　2023中期経営計画を実行し、企業価値の向上と持続的成長を実現するためには、デジタル技術の活用は必須です。経営・現場・システムを 
はじめ、全社一体となって取り組むことで「既存製品の競争力の向上」「業務改善の枠を超えた価値の創造」を行い「お客様へ新しい価値サービス 
の提供」をすべくDX化を推進します。

当社のDX推進に関する取り組みはこちら
https://www.mitsubishisteel.co.jp/csr/social/img/002.pdf
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（ご注意）
1．�株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、‌
原則、口座を開設されている口座管理機関(証券会社等)で承ることとなっております。
口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人(三菱UFJ信託
銀行)ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行
が口座管理機関となっておりますので、左記特別口座の口座管理機関(三菱UFJ信託‌
銀行)にお問合せください。

　  なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。
3．�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。
（注）‌�本書の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。‌

また、比率は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 6月
同 総 会 権 利 行 使
株 主 確 定 日 3月31日
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社
同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

東京都府中市日鋼町1-1
℡0120-232-711（通話料無料）（平日9:00-17:00）
郵送先　〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

公 告 の 方 法 電子公告により行います。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって‌
電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL https://www.mitsubishisteel.co.jp/

株主メモ

会社概要
当社グループの概況（2023年９月30日現在）

本 社 東京都中央区月島四丁目16番13号
設 立 1949年12月
資 本 金 100億3百万円
研 究 所 技術開発センター、技術開発センター室蘭分室
事 業 所 千葉製作所、広田製作所
支 社 中部（名古屋）、西日本（大阪）
営 業 所 福岡、広島

アフターパーツ補給サービスセンター全国12ヵ所
子 会 社 国内

  三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社
  三菱長崎機工株式会社
  菱鋼運輸株式会社

海外
  PT. MSM INDONESIA
  PT. JATIM TAMAN STEEL MFG.
  MSSC CANADA INC.
  MSSC US INC.
  MSSC MFG MEXICANA, S.A. DE C.V.
  MSSC Ahle GmbH
  寧波菱鋼弾簧有限公司
  MSM SPRING INDIA PVT. LTD.
  MSM Philippines Mfg. Inc.
  MSM（THAILAND）CO.,LTD.

当社の役員（2023年９月30日現在）
　取 締 役 会 長 佐　藤 基　行
　代 表 取 締 役‌
　社 長 執 行 役 員 山　口 　　淳
　代 表 取 締 役‌
　専 務 執 行 役 員 永　田 裕　之
　取 締 役‌
　常 務 執 行 役 員 山　尾 　　明
　取 締 役 菱　川 　　明
　取 締 役 竹　内 美奈子

（注）	‌�菱川　明、竹内美奈子、坂本泰邦、中川徹也、松田結花の5氏は会社
法に定める社外役員であり、独立役員として株式会社東京証券取引
所に届け出ております。

　常 勤 監 査 役 坂　本 泰　邦
　常 勤 監 査 役 中　森 義　巳
　監 査 役 中　川 徹　也
　監 査 役 松　田 結　花

当社の株式の状況（2023年９月30日現在）

■所有者別株式数

■大株主
株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,632 10.58
三菱重工業株式会社 1,000 6.48
明治安田生命保険相互会社 715 4.63
三菱製鋼共栄会 438 2.84
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 392 2.54
東京海上日動火災保険株式会社 255 1.66
日本製鉄株式会社 226 1.46
日本マスタートラスト信託銀行株式会社‌
（役員報酬BIP信託口・76119口） 221 1.43

株式会社三菱UFJ銀行 214 1.39
INTERACTIVE BROKERS LLC 204 1.32
（注）	持株比率は、自己株式272千株を控除して計算しております。
	 ‌�なお、自己株式には「役員報酬BIP信託」が保有する当社株式(221千株)

は含んでおりません。

■金融機関：27.5%

■金融商品取引業者
：3.5%

■事業法人・その他法人：15.7%■外国法人等：9.7%

■個人・その他：43.6%

■発行済株式の総数
■株主数

15,709,968株
13,859名
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